
若さと情熱で市政へ挑戦!!
これからの高知への責任



浡

１．人口減少問題について（７問）
【質問】
これまでの少子化対策は、既に子どもを持つ世帯への支援に重きを置いてきたが、それらの支援が婚姻数や出生数の増加に繋がる
インセンティブ(要因・誘因)になり得るものなのか、なぜこの10年間上手くいかなかったのか市⾧に伺う。

【答弁】
〇今議会で提案している「中学生までの医療費無償化」をはじめ、子育て世帯への支援を拡充し続けてきたが、ここ10年間で本市の人口が約２万人減少
している状況は、既に子どもを持つ世帯へのみでは、少子化対策は薄かったと痛感している。
〇「なぜ効果がでなかったのか」という理由は「カップルなくして出生なし」という具体的な数値分析に基づく、㈱ニッセイ基礎研究所人口動態シニア
リサーチャーである天野さんの本県へのご指摘が、本市においても全く同様の理由が大きな一因であったと反省をしている。
〇その反省に立ち返り、新年度からは若い世代を含めた新婚世帯への新生活スタート時の費用を支援することとした。婚姻をためらう要因を一つでも
和らげることにより、新たな結婚生活に踏み出していただけるよう、県ともしっかりと連携して、結婚・子育てに希望を持てる街の実現を目指す。

２．財政について（１問）
【質問】
本市財政を取り巻く外部環境や財政指数に対するご認識、監査委員意見に対する受け止め、今後の財政健全化と挑戦的な市政運営とのバランシング
方針を市⾧に伺う。
【答弁】
〇本市財政を取り巻く外部環境の変化としては、物価高騰による物件費の増加や人件費の増加など経常収支率の悪化とともに、財政構造のさらなる
硬直化が懸念されている。さらに、財政健全化法の指標である「将来負担比率」や「実質公債費比率」はともに中核市ワースト１位であり、
財政調整基金についても、令和６年度当初予算に活用すると、残高が３億円となるなど厳しい財政運営が見込まれている。
〇南海トラフ地震対策などの待ったなしの行政課題や公約の実現に向けては、県が新たに創設した「人口減少対策総合交付金」の活用や、
ふるさと納税の推進、ネーミングライツの導入などの税外収入の確保等により財源確保に努めてきた。
〇来年度は、第三者機関として、仮称「高知市財政問題懇話会」を開催し、財政構造の課題の洗い出しと共に、収支改善の取組みなどをご審議
いただく予定であり、ご意見を十分に踏まえながら、市民の皆さんが明日へ希望が持てるよう、市政課題の積極的な展開という難しい舵取りに
果敢に立ち向かっていく。

３．２０１１高知市総合計画について（２問）
【質問】
ご自身の選挙公約との関係で、後期基本計画の期間中に高知市総合計画の抜本改定を行う意思があるか市⾧に伺う。
【答弁】
〇私の率直な実感としては、急速に変化する社会・経済情勢や、複雑化・多様化する市民ニーズに臨機に対応しながら、人口減少問題や
南海トラフ地震への備え、地域共生社会の実現に向けて、柔軟かつ機動的に取り組んでいく必要があるので、整理をする必要を感じている。
〇総合計画は、各種行政計画の最上位に位置付けられる計画として、継続性・一貫性を重視した中⾧期的な視点が求められるが、真に適切な
計画期間・構成となっているかも含め、時代の潮流に合わせた市民の皆さまに効果を実感していただけるような計画となるよう今後在り方を
検討していきたいと考えている。

４．令和６年度当初予算について（13問）
【質問】
初めての当初予算編成にあたって、私どもの予算要望や中期的な提言も踏まえ、「生活環境の安全化」のための予算確保にどのような
決意で臨まれたのか、「市民生活密着型予算」及び「公共施設修繕予算」の概要と期待する効果について市⾧に伺う。

【答弁】
〇安心して暮らせる高知市としていくために、快適な都市空間を保つことは私たちの使命であると考えており、私の公約においても市民生活に
欠かせないインフラの補修や計画的な⾧寿命化などの対応によって、市民生活の基幹となるインフラが正常に保てるよう努めることを掲げている。
〇市民ニーズの高い「生活密着型予算」としては、道路側溝の改良や舗装打ち換えなどの道路事業と水路の整備や浚渫等の河川水路に関する事業があるが、
このうち、道路事業について市民要望に対する対応が追い付いていない状況から、令和６年度予算より、国費を活用した事業メニューを検討し、
「道路舗装費」の導入や現行の「狭あい道路整備等促進事業費」の事業費拡充を行い、前年度比で１億円の増額をして対応していく。

５．教育行政について（３問）
【質問】
新年度を目前に控え、学校経営の責任者である学校⾧にはどのようなことを望まれるのか。また、教育委員会として、スクールソーシャルワーカーの
増員配置を含めた現場サポート体制の充実にどのように取り組まれるのか教育⾧に伺う。
【答弁】
〇学校経営の責任者である学校⾧には「不易と流行」の視点をもって教育活動にあたってもらいたいと望んでいる。例えば、GIGAスクール構想に
よるデジタルの力を活用した、誰一人取り残すことのない教育活動の実現はまさに「不易と流行」の考え方に基づいたものであると考えている。
〇教育委員会としては、スクールソーシャルワーカーが福祉の専門家として、子どもたちや保護者、そして、家庭を取り巻く環境に働きかけて支援を
行い、改善に努めることは重要であると考えているので、他の支援員も含め可能な限り学校現場に配置するよう努力する。


